
３．感染症や災害に負けない強靭な社会をつくる
（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

○ 保健環境研究所等におけるPCR検査及びゲノム解析の
実施に要する経費 590,050

○ 保健福祉環境事務所における抗原定量検査の実施に
要する経費 374,579

(4,132,318)
○ PCR等検査の保険適用に伴う自己負担分の支援に要す
る経費 2,678,537

6,368,156
○ 診療・検査医療機関等における感染対策設備の整備に
対する助成 1,284,000

○ 感染症検査機関等におけるPCR検査機器等の整備に対
する助成 1,201,200

○ 妊婦のＰＣＲ検査費用に対する助成 21,600
○ 高齢者施設等に勤務する職員に対するPCR検査の実施
に要する経費 218,190

○ 結核予防費 5,158
(188,096) ○ 感染症予防費 94,987

○ 予防接種費 80,024
187,225 ○ 市町村が行う造血幹細胞移植患者のワクチン再接種費

補助に対する助成 7,056
(31,887) ○ 抗インフルエンザウイルス薬の購入に要する経費 274,282

○ 抗インフルエンザウイルス薬の保管等に要する経費 29,823
304,836 ○ 地域対策連絡会議運営費 731
(61,783) ○ 入院勧告患者経費 41,717

○ 通院患者経費等 12,685
54,402 
(32,932) ○ 結核・感染症発生動向調査費 23,690

○ 感染症危機管理対策費 598
29,438 ○ 疑似症サーベイランス体制整備費 5,150
(14,580) ○ エイズに対する正しい知識の普及啓発及び医療体制の

整備に要する経費

14,516 
(6,334) ○ 妊娠を希望する女性等に対する無料の風しん抗体検査

の実施に要する経費
6,331 

(33,500) ○ 市町村が行う抗体価の低い妊娠希望者等への風しんの
予防接種費補助に対する助成

33,500 

(3,332,050)
○ 重点医療機関等における高度医療設備整備に対する助
成 1,639,716

2,592,016 
○ 感染症患者受入医療機関における病床の増設等に伴う
初度設備整備等に対する助成 952,300

○ 受診・相談センター職員の任用に要する経費 25,971
○

○

○

○ 自宅療養者に対する健康観察の強化に要する経費 2,020,302
○ 専門的相談窓口の運営に要する経費 99,472

(2,355,718)
○ 専門的医療機関における副反応相談体制の整備に要
する経費 16,350

○ ワクチン接種を実施する医療機関への支援に要する経
費 530,083

○ 中小企業や大学等が行う職域接種に対する助成 51,608
○ ワクチン接種会場の設置・運営に要する経費 31,339
○ 感染拡大防止のための県民や事業者に対する広報に
要する経費 39,832

(1,759,300)
○ 感染防止対策を行う飲食店・宿泊施設に対する認証制
度の運営等に要する経費 95,312

443,801
○ 救命救急センター等における簡易陰圧装置等の整備に
対する助成 306,000

○ 休業した医療機関等の再開経費に対する助成 1,152
○ 薬局における建物内消毒及び感染防止対策設備整備
に対する助成 1,505

風しん予防接種助成費

４
５

がん感染症
疾病対策課

医療指導課

薬 務 課

３
３
４
４

がん感染症
疾病対策課

３ ３ ５

５
２
４

感染症等予防対策費

エイズ予防対策費

風しん抗体検査事業費

疾病予防対策費

新型インフルエンザ
対策費

健康増進課

がん感染症
疾病対策課

３
２
３

新型コロナウイルス
ワクチン接種体制
確保事業費

保健所体制強化費

新型コロナウイルス感染症
感染防止対策費

感

染

症

対

策

の

推

進

結核関係医療療養費

新型コロナウイルス感染症
検査等体制整備費

医療機関設備整備費

保健福祉環境事務所における積極的疫学調査対応職
員の任用に要する経費
保健福祉環境事務所における感染症発生動向調査対
応職員の任用に要する経費
保健所支援が可能な人材の保健所への派遣等に要す
る経費

94,231

61,042

18,888

(512,671)

2,220,434 

728,852 
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

○ 感染症患者を受け入れる病床の確保に対する助成 53,892,034
○ 軽症者等宿泊療養施設の運営に要する経費 7,605,399
○ 酸素投与ステーションの設置に要する経費 788,664
○ 感染症患者の医療費公費負担に要する経費 4,083,661

(66,321,578)
○ 感染症重症患者に対応する医療従事者養成研修の実
施に要する経費 6,190

○ 患者搬送コーディネーターの配置等に要する経費 19,643
○

19,503
○ 福岡県新型コロナウイルス感染症一般相談窓口の運営
に要する経費 110,667

○ 薬局等が行う他の薬局等への薬剤師派遣に対する助成 1,325
(361,527) ○ 医療用資材の流通備蓄体制の構築に要する経費

64,582 
○ 日田彦山線沿線地域振興事業費補助金 100,870
○

(553,182) [新]芸術家による創作活動を通じた地域住民との交流イベン
ト等の実施に要する経費 43,942

322,158 ○ 日田彦山線沿線地域振興推進協議会等の実施に要す
る経費 1,096

○ 国道２１１号の道路形状の改良に要する費用 70,000
○ 八女香春線の狭小区間の拡幅に要する費用 50,000

(144,418) ○ 主要なターミナル駅の駅舎等の耐震改修に対する助成

32,684
(289,545) ○ 私立幼稚園、私立小・中・高等学校の耐震化に対する

助成

640,727 

(790,677)
○ 患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改善等に
つながる病棟新築・改築費・設備購入費に対する助成

○

○

[新]

(36,000) ○ 被災した住宅の再建のために受ける融資の利子相当額
の助成

33,000 

(831,918)
○ 令和３年８月１１日からの大雨災害の被災者に対する応
急仮設住宅（賃貸型）の提供に要する経費 50

825,050 ○ 災害に備え平時から措置しておく応急仮設住宅の建設
等に要する経費 825,000

(141,650) ○ 放射線常時監視を行うための経費 238,111
○ インターネットによる放射線情報等の提供に要する経費 1,760

239,871
(12,900) ○ 大気常時監視システムの運用に要する経費

12,490
(298) ○ 災害廃棄物処理の研修の実施に要する経費

298
○

○

○

29,069
[新]

35,000

(42,689)
○ ため池の管理を行う市町村等に対する技術的な助言・指
導に要する経費 4,581

○ ため池の管理状況調査等に要する経費 27,458
40,570 ○ 災害発生時に迅速かつ安全に被害状況を把握するため

のドローン導入に要する経費 8,531
(3,840,008) ○ ため池等の整備に要する経費

4,100,247 
(4,461,588) ○ 治山事業費 3,036,384

○ 県単治山事業費 686,635
3,723,019 

鉄道駅舎等耐震改修
事業費

日田彦山線沿線地域
振興費

794,722 

災害福祉支援体制整備
事業費

災害時に設置する市町村災害ボランティアセンターの設
置・運営研修に対する助成 4,818
災害時に災害派遣福祉チームを派遣する体制の整備や
災害福祉支援ネットワークの構築に対する助成 7,262
災害時に設置する市町村災害ボランティアセンターの運
営支援システム構築に対する助成 2,383

14,463 

(12,080)
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化 農 村 森 林
整 備 課

農 山 漁 村
振 興 課

農 村 森 林
整 備 課

農 山 漁 村
振 興 課

園芸振興課

農 村 森 林
整 備 課

福祉総務課

環境保全課

廃 棄 物
対 策 課

健康増進課

医療指導課

政策支援課

道路維持課

道路建設課

４

災害廃棄物処理体制
整備費

６
４
５

２
１

農林災害対応体制
強化事業費

ため池等整備費

治山事業費６ ５

６ ４ ２

１

６
２
４

２
２

４ １ ３

３ ４ ２
医療施設近代化施設
整備費補助金

私学振興課 10 ９ ２ 私立学校耐震化促進費

がん感染症
疾病対策課

薬 務 課

交通政策課 ２ ２ ３

２

８

２

２

３

３

新型コロナウイルス感染症
医療提供体制等強化費

感

染

症

対

策

の

推

進

５
４

３
４

３

医療用資材先駆的
流通備蓄体制構築費

薬 務 課 ３ ３ ５

５ ２ ２
被災者住宅再建支援費

災害救助費

放射能測定体制強化費

４ １ ２
災害時大気環境観測体制
強化費

流域湛水減災対策費

湛水被害を軽減するための計画策定に向けた土地利用
状況等の調査や降雨シミュレーションの実施に要する
経費 100,000

(190,277)
浸水リスクの低い地域へのハウスの移転及び排水ポンプ
と浸水防止壁の設置に対する助成 54,440

４ １

福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部の運営に要
する経費

66,527,086 

 218,509 
流域治水を推進するための農業水利施設の機能維持・
強化や管理体制の強化に対する助成等
流域治水を推進するための田んぼダム導入支援に要す
る経費

英彦山エリアへの映画等のロケーション誘致等に要する
経費 56,250
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(724,543) ○ 災害関連緊急治山事業費

724,543 
(418,167) ○ 被災した林地の復旧整備に係る負担金

418,167 
○ 団体営事業費（29年災） 2,470,852
○ 団体営事業費（2年災） 386,323

(5,169,976) ○ 団体営事業費（3年災） 157,059
○ 団体営事業費（4年災） 189,116

5,190,614 ○ 団体営事業費（現年災見込） 1,800,000
○ 県営事業費（29年災） 82,896
○ 県営事業費（現年災見込） 104,368

(27,832) ○ 農地の災害復旧に係る農家負担に対する助成 1,547
○

14,435 
(   0) ○ 高機能ドローン及びAI分析ソフトを用いた土木施設点検

の実証に要する経費
22,000 

(400,000) ○ 橋りょう等の長寿命化を図るためのアセットマネジメントに
要する経費

400,000 
２ (1,938,409) ○ 道路災害防除費 941,163

８ ２ ３ ○ 道路防災費 866,246
４ 1,941,409 ○ 橋りょう震災対策費 134,000

(18,383) ○ 小規模河川の洪水浸水想定区域指定に伴う市町村の
洪水ハザードマップの更新に対する助成

8,535 
○ 単独事業費 3,086,866
・河川改修事業費 2,789,542

(9,426,813) ・河川調査費 297,324
○ 補助事業費 5,885,039

8,971,905 ・広域河川改修費 4,022,390
・都市基盤河川改修費 896,000
・堰堤改良費等 966,649

(7,055,426) ○ 浸水対策重点地域緊急事業費

4,576,950 
(3,656,000) ○ 4年災 543,107

○ 現年災見込 3,320,000
3,863,107

○ 二級水系の「流域治水協議会」運営及び「流域治水プロ
ジェクト」の更新に要する経費 1,063

(47,314)
○ 県管理河川の「流域対策実施計画」の作成に要する経
費 43,626

164,689 
[新]市町村が行う雨水貯留浸透施設整備のための調査に対

する助成 20,000
[新]市町村や事業者が行う雨水貯留浸透施設整備に対する

助成 100,000
(2,076,530) ○ 流域単位の水害対策施設の整備、災害関連情報の提

供等に要する経費
2,266,769 
(3,965,272) ○ 直轄河川の整備に係る負担金

3,770,000 
(20,808) ○ 直轄河川の災害復旧費負担金

11 ２ ３
20,808 

○ 単独事業費 205,715
１ ・海岸災害防除対策事業費 187,715
４ ・海岸調査費 18,000

○ 補助事業費 1,125,490
・海岸高潮対策事業費 667,800
・海岸調査費 200,550
・港湾海岸高潮対策事業費 257,140

(88,837) ○ SOLAS条約に対応するための苅田・三池港の保安管理
に要する経費

103,593 
○ 単独事業費 2,207,368
・砂防事業費 1,692,262
・急傾斜地崩壊対策事業費 299,221
・砂防調査費 215,885

○ 補助事業費 3,869,690
・通常砂防事業費 2,333,940
・地すべり対策事業費 241,500
・急傾斜地崩壊対策事業費 1,294,250
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化 砂 防 課

農村森林
整 備 課

港 湾 課

河川管理課

港 湾 課

８ ３
１
３

砂防事業費

４ ２
1,331,205 

８ ４ １ 港湾保安対策管理費

直轄河川災害復旧事業費

８ 海岸整備事業費

３

８ ３ ２

河川総合流域防災事業費

直轄河川事業費負担金

河川整備課

流域治水推進費８ ３
1
２

土木災害復旧事業費

市町村洪水ハザードマップ
充実支援費

河川管理課

河川整備課

８ ３
１
２

河川改修費

８ ３ ２ 河川災害関連等事業費

河川管理課 ８ ３ １

11 ２ ２

土木施設点検における
ドローン活用推進費

道路維持課

８ ２ ２ 道路施設維持管理推進費

道路防災事業費

企 画 課 ８ １ １ [新]

耕地災害復旧事業費

６ ５

12,888

災害関連緊急治山等
事業費

直轄治山事業負担金

農地災害復旧緊急支援費 農地の災害復旧に係る土地利用計画（換地）に対する
助成

11 １ １

４

(1,334,867)

(6,295,446)

6,077,058 
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(171,174) ○ 災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業費 40,800
○ 災害関連緊急砂防事業費 61,200

102,000 
(657,660) ○ 流域単位の土砂災害対策施設の整備、災害関連情報

の提供等に要する経費
866,430 
(43,496) ○ 都市計画基本方針等の改定に要する経費

19,046 

(   0) ○ 危険な盛土等による災害発生を防止するための規制区
域指定に向けた基礎調査に要する経費

50,316 
(13,756) ○ 応急危険度判定士派遣体制の整備等に要する経費

5,658 
(16,000) ○ 通学路等のブロック塀の撤去に対する助成

16,000 
○ 民間大規模建築物の耐震改修に対する助成 12,046
○ 耐震化に向けた普及啓発に要する経費 17,143

(44,360)
○ 民間団体が行う普及啓発活動・相談窓口の設置に対す
る助成 1,621

○ 耐震シェルター・防災ベッドの設置に対する助成 750
○ 木造戸建住宅の除却に対する助成 10,850
○ 耐震改修事業者の技術力向上のための研修会等に要
する経費 3,842

(3,700)
○ 九州北部豪雨の被災者が仮住まいから本再建する際の
引越費用に対する助成 3,000

3,200 
○ 九州北部豪雨の被災者が仮住まいから民間賃貸住宅へ
本再建する際の初期費用に対する助成 200

(1,669) ○ 専門委員会議の開催等に要する経費

1,334 
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の住民の避難誘導

(43,574) 等に必要な資機材の整備に要する経費 13,390
○ 原発事故の発生を想定した広域的な防災訓練等に要す

36,830 る経費 12,867
○ 原子力防災研修に要する経費 10,573

(23,389) ○ 原子力災害時における国等との専用連絡回線の運用に
要する経費

29,819 
(2,465) ○ 災害・危機事案発生時の初動体制強化に要する経費

2,465 
(10,547) ○ 県防災会議運営費等 3,178

○ 防災訓練費 6,690
10,635 ○ 石油コンビナート等防災対策費 767

○ 防災情報等メール配信システムの運用に要する経費 11,736
○ 防災ホームページの運用に要する経費 4,762
○ 防災アプリ「ふくおか防災ナビ・まもるくん」の運用に要
する経費

(174,818) ○ 防災行政無線の維持管理に要する経費

177,765 
(413,469) ○ 政令市の消防ヘリの維持管理経費に対する助成

90,000 
(784) ○ 自主防災組織のリーダー研修や育成強化に要する経

費
1,032 
(2,950) ○ 市町村と連携した個別避難計画の作成促進に要する経

費
2,804 
(2,450) ○ 市町村の受援計画改善を促進するための市町村及び関

係機関との合同訓練に要する経費
2,946 
(5,718) ○ 地域で防災・減災活動のリーダーとなる防災士のスキル

アップ研修等の実施に要する経費
4,878 

(17,858) ○ 救急振興財団への負担金 15,700
○ 救急業務メディカルコントロール協議会運営費 2,188

17,888 
(143) ○ 市町村消防の広域化の推進に要する経費

124 
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砂 防 課

自主防災組織活性化
事業費

救急業務高度化推進費

消防広域化推進費

自主防災組織育成強化費

個別避難計画作成促進費

市町村受援計画改善
促進費

地域防災計画強化費

原子力災害対策費

原子力防災ネットワーク
運営費

２ ６ １

防災行政無線業務費

２ ６ ２ 消防ヘリ応援体制強化費

災害対策本部強化費

防災対策費

防災情報発信強化費

民間施設ブロック塀
安全対策費

建築指導課 ８ １ ５

建築物耐震化促進費

住宅計画課 ８ ６ １ 住宅被災者本再建支援費

建築指導課

住宅計画課
８ １ ５

都市計画基本方針等策定
費

盛土等規制区域指定調査
費

都市計画課 ８ ５ １

建築物地震対策事業費

８ ３ ３

砂防災害関連等事業費

砂防総合流域防災事業費

地

域

防

災

力

と

危

機

管

理

の

強

化

消 防 防 災
指 導 課

２ ６ ２

２ ６ １

防災企画課

(45,448)

30,539 
14,041

 46,252 
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(3,688) ○ 学生消防防災サークルの設立支援に要する経費 1,727
○ 消防団協力事業所の拡大に要する経費 262

1,989 
(   0) ○ 消防団員の勧誘活動強化に取り組む市町村の支援に

要する経費
13,750 

(131,929) ○ 消防関係団体補助金等 17,844
○ 消防学校運営費等 115,242

133,086 
(7,142) ○

7,231 
(4,177) ○ 災害派遣精神医療チーム運営委員会運営費 224

○ 隊員の養成研修に要する経費 1,500
5,028 ○ 活動に必要な資機材の整備等に要する経費 3,304
(303) ○ 災害時ペット救護支部の整備に要する経費 213

○ 災害時動物飼養管理ボランティアの育成に要する経費 90
303 

(289,629) ○ 救急医療情報センター運営費補助金 193,458
○ 救急医療電話相談事業費 96,171

289,629 
○ 災害派遣医療チーム運営委員会運営費 1,588
○ 災害派遣医療チームの運営に対する助成 17,905

(62,684) ○ 災害派遣医療チームの実動訓練に要する経費 5,988

43,821
○ 災害医療コーディネーターと連携した医療救護活動を行
うための訓練に要する経費 4,611

○ 福岡県新型コロナウイルス感染症調整本部への医師等
の派遣に要する経費 13,729

(35,538)
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の医療体制の強化
に必要な資機材の整備等に要する経費 42,249

46,712 
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の避難住民等のた
めの安定ヨウ素剤の備蓄等に要する経費 4,463

(1,291) ○ 災害時の初動医療に必要な備蓄医薬品の管理に要す
る経費

1,296 
(314) ○ 災害支援薬剤師（リーダー）の養成に要する経費

314 
(9,449) ○ 駐在所における災害警備活動のための情報通信基盤整

備に要する経費
9,449 
(7,091) ○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の住民の避難誘導

等に必要な資機材の運用に要する経費
8,461 
(7,427) ○ 大規模災害に迅速・的確に対応するための資機材等の

整備に要する経費 6,884
7,554 ○ 救助能力向上のための人材育成に要する経費 670

災害時緊急医薬品等
備蓄事業費

災害時の調剤支援事業費

薬 務 課 ３ ４ ４

消防団加入促進事業費

[新]消防団加入促進強化費

防災危機管理体制整備費

９ ２ １

原子力災害対策費

災害対応力強化費

２

医療指導課

薬 務 課
３ ４

２
４

原子力災害医療対策費

ペット救援対策推進費

医療指導課 ３ ４ ２

救急医療情報センター
運営費

災害派遣医療チーム
運営費

外国人を対象とした防災訓練等の実施に要する経費

健康増進課 ３ ２ ５
災害派遣精神医療チーム
整備費

消防連絡調整費

国際政策課 ２ ２ ７
外国人地域防災力強化
事業費

地

域

防

災

力

と

危

機

管

理

の

強

化

消 防 防 災
指 導 課

２ ６ ２

２ ６
２
３

生活衛生課 ３ ３ ４

警 察 本 部

９ １
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